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学校の管理下における熱中症事故発生状況

１

● 近年、学校の管理下における熱中症事故は増加傾向、平成３０年度は特に増加した。
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文部科学省における熱中症事故の防止（通知等①）

２

● 毎年暑くなり始める５月に全国の教育委員会等に熱中症事故の防止について依頼



文部科学省における熱中症事故の防止（通知等②）

● 6月下旬にも政府の熱中症予防強化月間（7月1日～8月31日）に併せて再度熱中症事故防
止について依頼

３



文部科学省における熱中症事故の防止（啓発資料や周知）

４

● パンフレット等を作成し、全国の教育委員会等に配布

学校において熱中症の予防や児童生徒等が熱中症にかかった場合の対応が的確に行われるよう、平成31
年3月に熱中症の予防や応急措置等についてまとめたパンフレット及び映像資料（DVD）を作成し、全国
の教育委員会、学校、中体連及び高体連等に配布。日本スポーツ振興センターのホームページに掲載や
スポーツ庁SNSでも注意喚起。

● 教育委員会担当者等に対する関係会議を通じた指導

都道府県・指定都市の学校安全担当者や体育担当者等を対象とした会議等において熱中症の問題を取り上
げて指導。 ※直近では令和元年5月30日～31日健康教育・食育行政担当者連絡会議において周知

【熱中症を予防しようパンフレット及びDVD】
【学校屋外プールにおける

熱中症対策パンフレット】



【新制度の概要】
交付金算定割合：１／３
交付金算定対象の範囲：下限額 400万円以上の事業（1設置者あたり） 上限額 2億円（1校あたり）
地方財政措置：起債充当率 100%、元利償還金の交付税算入率 60%
※平成30年度第1次補正予算を活用。（2019年度への繰越は可能）

ブロック塀・冷房設備対応臨時特例交付金

新制度の創設

ブロック塀の倒壊事案や今夏の災害ともいえる猛暑に起因する健康被害の発生状況等を踏まえ、早期に子供た
ちの安全と健康を守るため、公立学校における倒壊の危険性のあるブロック塀の安全対策や熱中症対策として
の空調設備の整備を推進する。

概要

安全で安心な教育環境を構築

普通教室への空調設置のイメージ

ブロック塀の安全対策 168億円

地震災害における被害を踏まえた各学校設
置者における倒壊の危険性のあるブロック塀
の安全対策を支援。

熱中症対策としての空調整備

近年の厳しい気象条件に対応するため熱中

症対策として各学校設置者における空調設

備の整備を支援。

敷地境界へのフェンス設置のイメージ

●倒壊の危険性のある塀を再整備

●安全を脅かす危険リスクを排除

●熱中症等の健康被害を防止

●夏季における教育環境を確保

ブロック塀の安全対策 熱中症対策としての空調整備

817億円

文部科学省における熱中症対策（空調設備）

５

● 平成30年度第１次補正予算において、熱中症対策としての公立小中学校等への空調整備のた
め817億円を計上し、ブロック塀・冷房設備対応臨時特例交付金を創設。

● 地方公共団体が希望する全ての教室への空調の新設について措置。

本臨時特例交付金により公立小中学校等の普通教室における
空調設備の設置率は令和元年度中には９割に達する見込み



熱中症事故防止について(依頼)
【依頼先】

各都道府県スポーツ主管課長

各指定都市スポーツ主管課長

公益財団法人日本オリンピック委員会事務局

公益財団法人日本スポーツ協会事務局

⇒各競技団体などの熱中症対策に
ついても情報提供

スポーツ庁における熱中症事故の防止（通知等）

● スポーツ庁においても暑くなりはじめる5月中旬に、熱中症によるスポーツ事故防止について
依頼

６



スポーツ活動中の熱中症予防ガイドブック

【対象】
コーチ
上級コーチ
ジュニアスポーツ指導員
スポーツプログラマー
スポーツドクター
アスレティックトレーナー
クラブマネジャー

スポーツ少年団 地域スポーツ

日本スポーツ協会指導者養成・研修事業で配布

地域に普及

スポーツ庁における熱中症事故の防止（スポーツ指導者向け資料）

● 「スポーツ活動中の熱中症予防ガイドブック」を作成し、全国のスポーツ指導者等に配布

７


